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サステナビリティの真意 ≠ CSR

人口動態

温暖化議論

資源議論

価格操作

人権弾圧

紛争リスク増大

災害巨大化

都市単位破壊
同時多発
＝二重保険不可

ルール化
取引ﾌﾞﾛｯｸ化

ESG投資
炭素会計
ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ

都市ﾚｼﾞﾘｴﾝｽ
格付

資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ主導派 VS 金融経済主導派
(露/ｻｳｼﾞ/中etc) （ｱﾝｸﾞﾛｱﾒﾘｶﾝ）

ｸﾞﾘｰﾝｳｫｯｼｭ訴訟
ﾃﾞｰﾀ要請

ﾌｧﾝﾄﾞ

NGO

ｺﾝｻﾙ

加工・生産技術主導派
（日独）

90s～独
MFCA
PIUS等

UK軍事調達ﾙｰﾂ
品質管理

ISO9001等

▼単発的・短期的流行や
CSRレベルの制度改正ではない
…安全保障と不可分

保険

証券

世銀
米商務省等

SIer
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ｸﾞﾘｰﾝｳｫｯｼｭ訴訟への無防備

東京五輪も
訴訟ではないが
ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞｷｬﾝﾍﾟｰﾝﾀｰ
ｹﾞｯﾄに
（但しﾄﾘｯｷｰﾀｲﾌﾟ）



スピード感

CRI：2013年～ ﾛｯｸﾌｪﾗｰ財団の資金で英国ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社等が評価手法開発を開始へ
（ｲﾝﾌﾗ仕様や商慣習のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ標準化へ）

国際NGOによる日本ターゲットのグリーンウォッシングアドボカシー↓

2023年7月3日 Financial Times記事↑



▼場当たり的ではない全体像からの把握へ

諸規制や各国企業の位置把握

IFRSサステナビリティ開示
情報S1発効（2024年1月～、
適用日本企業10月時点で272
社規模）→日本版の審議開始
（早期適用で2025年期～）。

…カネの動き
＝資金調達と環境情報紐づけ

ﾀﾞﾌﾞﾙｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ
（例外規定）＝
軍関連のCO2情
報は非公開

米・仏SIer
ﾍﾟｲﾝﾎﾟｲﾝﾄﾀｰｹﾞﾃｨﾝｸﾞ

ｻｰﾋﾞｽ

CDMｸﾘｰﾝ開発ﾒｶﾆｽﾞﾑ
（先進国・途上国間）

＝開発投資と環境情報の紐づけ

資源・製品版
＝改正エコデザイン規則ESPR採
択（2023年6月）厳格化
＝モノと環境情報の紐づけ

環
境
情
報

英企業
ﾛｯｸﾌｪﾗｰ財団等
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日本の製造業と構造的潮流…日本型DXへの視座

各Tierが企業内ﾌﾟﾛ
ｾｽ効率化に終始し
がち（∴人材不足）

↓（末尾詳述）
・ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ
・持ち株会社化
・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞDXｻｰ
ﾋﾞｽｽﾋﾟﾝｱｳﾄ

業界内における中小／大企業間の
取引ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑﾚﾍﾞﾙのDX
（仕様書・設計図統合等）
場当たり的ではない長期目的的DXへ

分散・可変
中堅企業がﾏｽｶｽﾀﾏｲｾﾞｰ
ｼｮﾝやﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ単位での
ﾁｰﾑ化ができるｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮ
ﾝDXへ
cf）
ｲﾝﾄﾞの金融+海運輸出
+中小企業貿易振興など
ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ→ﾃﾞﾘｽｷﾝｸﾞ

ﾃﾞｻﾞｲﾝﾃﾞﾓｸﾗｼｰ
仕様を落とす権利×ﾛｰｶﾙﾒ-
ｶｰﾏｯﾁﾝｸﾞ＝製造方法ﾅﾚｯｼﾞ
輸出（遠隔操作等）
→ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄ、ﾛｽ最小化
過去の類例：CUUSOOｼｽﾃﾑ
技術的動向：Web3

ｼｪｱﾄﾞﾊﾞﾘｭｰ経営
×
ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ
×
途上国投資
×
政府による巨大
ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援による
ﾍﾟｰｽｱｯﾌﾟ
×
規制によるﾌﾞﾛｯｸ化
×
横断型ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ

少々理想
論的色彩

現時点＝
中小独自海外開拓
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METI BtoB産業DX（ｳﾗﾉｽｴｺｼｽﾃﾑ）

アプローチ BtoB …モノ「発」に陥りやすい

BtoCデータ＝企業関連データ量の1割
9割は産業・BtoB（業務用）
例）受発注/工場稼働状況/モノとインターネットをつなぐ「IoT」

再生可能エネルギー・車の走行データ（11月13日日経新聞報道）

図）経済産業省

・保険、格付、ディスクロージャー、
既存データベース構築方法との整合
・生産技術部門が大企業内にある日
本と外出しできるドイツの違い
→ただし企業間協働が難しい文化
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まとめ 現場で起きている方向性とIE協会への期待

A）大企業内に閉じている生産技術部門を中立組織でｽﾋﾟﾝｱｳﾄさせエンジニア

リングDXサービス会社化＝ボッシュの例等

（∵Phase２＝ﾃﾞﾘｽｷﾝｸﾞが中小需要増…M&Aﾘｽｸ・構造的人員不足の要因を大手

が作っている）

B）調達額（量）の上位ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ企業からDX、情報開示＋ｶｲｾﾞﾝ成果からの

一定ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾌｨｰを得るﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞを実施（例：ｺﾏﾂみどり会）

C）持ち株会社化・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ全体受託企業への

人材もしくは資本投入

D）産業ARによる外国人材への属人的作業書訓練

やﾉｳﾊｳ流出から脱皮、専門企業へのｱｳﾄｿｰｽ

E）故障予測・メンテ ベンダーフリー遠隔監視等

（∵工作機械メーカーの資本構成）

F）首都圏広域国土計画委員会等での議論

日本のSDGｓアプローチはモノ単位・サプライチェーン単位トレーサビリティではなく

面的・ビッグコラボレーションによる最適化では？

（巨大里山システム化（東急電鉄等）＝森林メンテ→ＲＥ広域連携GX債）

D）電力会社プラント内事例
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